
１　補正概要

9,208,984 千円

722,889,744 千円

732,098,728 千円

    【歳入の内訳】   

1,975,765 千円
1,911,810 千円）

797,390 千円

（うち県有施設整備等基金取崩 774,390 千円）

23,000 千円）

4,920,090 千円

57,000 千円

1,458,739 千円

    【財政調整用基金残高見込】   

（対前年度末増減） 約294 億円（△26億円）

２　補正事業の内容

（１）原油・物価高騰対策と社会経済再活性化に向けた取組 （単位：千円）

(0)

1,618,952

1,618,952

(0)

103,950

103,950

※ 予算額欄の上段 (　　) は既決予算額、中段は補正予算額、下段は累計、　　は新規事業

累 計

国 庫 支 出 金
（うち地方創生臨時交付金

県 債

繰 入 金

諸 収 入

令和４年度一般会計９月補正予算(第２号)

大分県総務部財政課 
令和４年９月２６日

原油・物価高騰の影響を受けている社会福祉施設や中小企業者等を支援するとともに、省エネ設備の

導入など将来を見据えた取組を促進し、県経済の再活性化に向け、早急に対応が必要な経費を計上しま

す。また、３年度決算剰余金を財政調整基金や減債基金等に積み立てます。

補 正 予 算 額

既 決 予 算 額

繰 越 金

（うち企業立地促進等基金取崩

1

原油価格高騰の影響を受けている社会福祉施設等の運営継続
を図るため、電気代高騰分の一部を助成するとともに、省エネ
化に向けた取組を支援する。
　・電気代高騰相当額の助成
　　　対象施設　①高齢者福祉施設、障がい福祉施設、保育
　　　　　　　　　所・私立幼稚園等
　　　　　　　　②病院・診療所・薬局、児童養護施設、私立
　　　　　　　　　学校等
　　　補 助 率　①１／２（県１／４　市町村１／４）
　　　　　　　　②１／２（県１／２）
　・省エネ設備整備への助成
　　　補 助 率　３／４
　　　限 度 額　７５万円

福祉保健企
画課

社会福祉施設等物価
高騰対策緊急支援事
業

事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 所 管 課

財政調整用基金残高見込

2

急激な円安等により輸入牧草等の価格が急騰する中、輸入飼
料に依存しない経営への転換を図るため、自給飼料の増産に取
り組む酪農家に対し飼料費増加分の一部を助成する。
　・対 象 者　自給飼料増産利用計画を有する酪農家
　・支 給 額  粗飼料価格上昇額×１／２
　・対象期間　令和４年４月～１０月

畜産技術室
酪農飼料転換緊急支
援事業

新

新

新



(86,018,082)

1,121,091

87,139,173

(79,052)

450,000

529,052

(24,074)

20,000

44,074

(1,654,457)

23,000

1,677,457

（２）建設資材の高騰等への対応 （単位：千円）

(4,277,929)

767,434

5,045,363

(982,426)

127,911

1,110,337

（３）その他事業 （単位：千円）

(174,806)

56,556

231,362

(0)

4,920,090

4,920,090

9

災害復旧工事を迅速かつ効率的に進めるため、令和３年８月
の大雨等による市町災害復旧事業のうち九重町所管の補強土壁
工事を受託し一体施工する。
　・町道町田小園線

河川課災害関係受託事業

10

今後の健全な財政運営を図るため、３年度決算剰余に伴う繰
越金を財政調整用基金などに積み立てる。
　・財政調整基金　　　　　2,014,172
　・減債基金　　　　　　　1,640,064
　・県有施設整備等基金　　1,205,854
　・芸術文化基金　　　　　　 60,000

財政課
芸術文化ス
ポーツ振興
課

決算剰余金の基金へ
の積立

　

3

【新】原油・物価高騰により売上原価率が前年同期に比べ増加
している中小・小規模事業者の資金繰りを支援するため、中小
企業活性化資金に新たなメニューを創設する。
　・融資限度額　８，０００万円
　・融資期間　　１０年以内（うち据置期間１年以内）
　・実質金利　　１．５％　（５年以内）
【新】エネルギー効率・生産効率が向上する省エネルギー型の
設備を導入する中小・小規模事業者を支援するため、地域産業
振興資金に新たなメニューを創設する。
　・融資限度額　２億８，０００万円
　・融資期間　　１０年以内（うち据置期間１年以内）
　・実質金利　　１．６５％（５年以内）

　〔債務負担行為　４７，１４５千円〕

経営創造・
金融課

中小企業金融対策費

事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 所 管 課

事　業　名 予　算　額 事　業　の　概　要 所 管 課

5

【新】令和６年春に開催するＪＲデスティネーションキャン
ペーンの機運醸成と誘客を図るため、ＪＲグループ等と連携し
たプロモーションを実施する。
　・近畿エリア向けタイアップキャンペーンの実施　など

観光誘致促
進室

デスティネーション
キャンペーン推進事
業

4

原油・物価高騰の影響を受けにくい強靱な脱炭素社会実現の
ため、事業者のエコエネルギーへの転換や研究開発に対して支
援する。
【新】太陽光発電と蓄電池を組み合わせた自家消費型エネル
　　　ギー設備等の導入支援
　　　  補助率　３／４　　限度額　１，０００万円
【新】水素サプライチェーン構築等の研究開発支援
　　　  補助率　２／３　　限度額　１，０００万円

新産業振興
室

エネルギー関連産業
成長促進事業

6

【新】半導体関連企業等の誘致による更なる投資を呼び込むた
め、必要な用水の確保に関する調査を実施する。 企業立地推

進課
企業立地促進事業

8

公共工事請負契約約款に規定するインフレスライド制度等に
基づき、建設資材等の価格高騰に対処し、工事の円滑な施工を
確保する。
　・大分県漁業公社国東事業場（生産棟、取水棟、取水施設）

水産振興課
種苗生産施設整備事
業

7

建設資材等の価格高騰に対応するため、ホーバークラフト発
着地における建築工事、港湾工事について設計額の見直しを行
い、工事の円滑な施工を確保する。
　・建築工事　７６１百万円（ターミナル、艇庫など）
　・港湾工事　４４６百万円（防音施設、斜路護岸など）

　〔債務負担行為　４３９，７４１千円〕

交通政策課
大分空港海上アクセ
ス整備事業


